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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第１四半期
連結累計期間

第69期
第１四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日

売上高 （千円） 4,306,872 4,374,903 23,336,993

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △209,969 △378,335 1,389,173

親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失

（△）

（千円） △156,970 △271,746 826,038

四半期包括利益又は包括

利益
（千円） △106,185 △230,239 960,883

純資産額 （千円） 8,460,458 9,171,066 9,526,961

総資産額 （千円） 18,652,343 18,445,997 19,347,507

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）

（円） △8.80 △15.24 46.31

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.9 49.2 48.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．第68期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。第68期第１四半期連結累計期間及び第69期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「当期純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失（△）」としております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　また、当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略

しております。

　なお、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完成

する業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増

加する傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。

 

　（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や日本銀行の金融緩和政策などを背景に、

企業収益や雇用・所得環境に改善が見られ、緩やかな回復基調で推移しましたが、中国をはじめとした新興国経

済の減速、為替の変動や原油価格の急落などの懸念もあり、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当建設関連業界におきましては、東日本大震災復興関連事業、国土強靭化対策等、国土防災・保全対策関連事

業は比較的堅調に推移してまいりましたが、今後は震災復興関連事業の縮小や、公共投資全体としての緩やかな

減少傾向が見込まれるなど、市場環境は予断を許さないものとなっております。

このような事業環境のもと、当社グループは、Challenge、Globalization、Valueの３つを柱とした中期経営計

画「成長への挑戦！」の２年目を迎えて取り組みを一層強化し、社会インフラメンテナンス支援事業、防災・環

境コンサルティング事業、再生可能エネルギー支援事業に注力するほか、様々な事業展開を推進してまいりまし

た。

その結果、当第１四半期連結累計期間における業績は、受注高が58億10百万円（前年同期比1.0％減）となり、

売上高は43億74百万円（前年同期比1.6％増）となりました。

利益面におきましては、営業損益は３億73百万円の損失（前年同期は２億８百万円の損失）、経常損益は３億

78百万円の損失（前年同期は２億９百万円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純損益は２億71百万円の損失

（前年同期は１億56百万円の損失）となりました。
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（受注及び販売の状況）

　当第１四半期連結累計期間における受注及び販売の状況を示すと、次のとおりであります。

　なお、当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載に代

えて業務区分別に記載しております。

　また、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完

成する業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高

が増加する傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。

 

① 受注の状況

 

前年同四半期

（自　平成26年10月１日

　　至　平成26年12月31日）

当第１四半期

（自　平成27年10月１日

　　至　平成27年12月31日）

 

比較増減

 

業務区分
受注高

（千円）

受注残高

（千円）

受注高

（千円）

受注残高

（千円）

受注高

（千円）

受注残高

（千円）

　情報システム 3,784,549 8,964,822 3,577,707 9,430,615 △206,842 465,793

　建設コンサルタント 2,084,470 5,368,543 2,233,131 5,104,790 148,660 △263,753

合　　計 5,869,020 14,333,365 5,810,838 14,535,405 △58,181 202,040

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

② 販売の状況

 

前年同四半期

（自　平成26年10月１日

　　至　平成26年12月31日）

当第１四半期

（自　平成27年10月１日

　　至　平成27年12月31日）

 

比較増減

 

業務区分
金額

（千円）

構成比

（％）

金額

（千円）

構成比

（％）

金額

（千円）

増減率

（％）

　情報システム 2,431,322 56.5 2,379,919 54.4 △51,402 △2.1

　建設コンサルタント 1,875,549 43.5 1,994,984 45.6 119,434 6.4

合　　計 4,306,872 100.0 4,374,903 100.0 68,031 1.6

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（2）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比較し９億１百万円減少の184億45百万円とな

りました。これは主として、現金及び預金が減少したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比較し５億45百万円減少の92億74百万円となりました。これは主として、賞

与引当金が減少したことによるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比較し３億55百万円減少の91億71百万円となりました。これは主として、

利益剰余金が減少したことによるものであります。

 

（3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、25百万円となっております。なお、当第１四半期連

結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,614,000 18,614,000
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 18,614,000 18,614,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高

（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 18,614,000 － 1,673,778 － 1,197,537

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　 777,000
－ －

（相互保有株式）

普通株式　　　 1,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,766,000 17,766 －

単元未満株式 普通株式　　　70,000 － －

発行済株式総数 18,614,000 － －

総株主の議決権 － 17,766 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）      

アジア航測株式会社

東京都新宿区西新宿

六丁目14番１号　新

宿グリーンタワービ

ル

777,000 － 777,000 4.17

（相互保有株式）      

株式会社大設
兵庫県姫路市広畑区

蒲田四丁目140番地
1,000 － 1,000 0.01

計 － 778,000 － 778,000 4.18
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年９月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,013,641 1,653,018

受取手形及び売掛金 6,088,315 7,738,849

仕掛品 1,034,470 1,785,807

原材料及び貯蔵品 412 412

その他 875,332 954,851

貸倒引当金 △5,037 △4,037

流動資産合計 13,007,136 12,128,902

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 182,388 186,978

航空機（純額） 3,427 30,168

機械及び装置（純額） 96,343 92,903

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 241,150 239,715

土地 299,603 299,603

その他（純額） 1,070,596 993,392

有形固定資産合計 1,893,509 1,842,762

無形固定資産   

ソフトウエア 658,082 695,389

その他 154,677 89,105

無形固定資産合計 812,760 784,494

投資その他の資産   

投資有価証券 1,566,060 1,648,270

その他 2,078,279 2,051,807

貸倒引当金 △10,239 △10,239

投資その他の資産合計 3,634,100 3,689,838

固定資産合計 6,340,370 6,317,095

資産合計 19,347,507 18,445,997
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年９月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 604,836 661,891

未払法人税等 324,846 35,887

前受金 988,253 984,825

賞与引当金 680,066 333,821

受注損失引当金 196,691 246,147

引当金 51,782 24,456

その他 1,550,804 1,632,391

流動負債合計 4,397,279 3,919,420

固定負債   

退職給付に係る負債 4,517,421 4,503,897

その他 905,844 851,612

固定負債合計 5,423,265 5,355,510

負債合計 9,820,545 9,274,931

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,673,778 1,673,778

資本剰余金 2,476,457 2,476,457

利益剰余金 5,114,457 4,717,855

自己株式 △244,627 △244,627

株主資本合計 9,020,066 8,623,464

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 264,983 320,487

退職給付に係る調整累計額 144,666 131,921

その他の包括利益累計額合計 409,650 452,408

非支配株主持分 97,244 95,192

純資産合計 9,526,961 9,171,066

負債純資産合計 19,347,507 18,445,997
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成26年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 4,306,872 4,374,903

売上原価 3,388,693 3,569,564

売上総利益 918,178 805,339

販売費及び一般管理費 1,127,083 1,179,091

営業損失（△） △208,904 △373,752

営業外収益   

受取利息 283 128

受取配当金 5,314 5,510

持分法による投資利益 343 1,464

その他 3,734 5,379

営業外収益合計 9,676 12,482

営業外費用   

支払利息 5,008 4,375

コミットメントフィー 1,959 2,016

シンジケートローン手数料 3,750 500

弔慰金 － 8,000

その他 22 2,174

営業外費用合計 10,741 17,066

経常損失（△） △209,969 △378,335

特別損失   

固定資産除却損 1,100 694

特別損失合計 1,100 694

税金等調整前四半期純損失（△） △211,069 △379,030

法人税等 △51,232 △105,557

四半期純損失（△） △159,836 △273,472

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,866 △1,726

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △156,970 △271,746
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成26年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純損失（△） △159,836 △273,472

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 25,142 56,072

退職給付に係る調整額 28,508 △12,838

その他の包括利益合計 53,651 43,233

四半期包括利益 △106,185 △230,239

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △102,996 △228,987

非支配株主に係る四半期包括利益 △3,188 △1,251
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、原則として、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

　当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完成する業

務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増加する

傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 171,420千円 186,476千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月17日

定時株主総会
普通株式 124,864 7  平成26年９月30日  平成26年12月18日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月17日

定時株主総会
普通株式 124,855 7  平成27年９月30日  平成27年12月18日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △8円80銭 △15円24銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△156,970 △271,746

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）
△156,970 △271,746

普通株式の期中平均株式数（株） 17,837,332 17,836,110

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月９日

アジア航測株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齊藤　文男　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 永田　　篤　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアジア航測株式

会社の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アジア航測株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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